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内閣府 総合科学技術会議事務局 



（開会） 

【奥村座長】 

 それでは、定刻になりましたので第７回ものづくり技術ＰＴを開かせていただきたいと思い

ます。 

 大変、暮れの押し詰まったクリスマスの日にきっといいプレゼントがいただけるんじゃない

かと思っています。ぜひご活発なご議論いただきたいと思いますが、本日用意しております議

題は一つでございまして、いわゆる中間フォローアップのさらに中間の取りまとめの議論をし

ていただくということでございます。後ほど改めて申し上げますけれども、実は１月９日に分

野別の総合ＰＴというのが開かれまして、各分野からそのフォローアップ状況を報告すること

になっております。当面のスケジュールはそういうことでございますので、あらかじめ先生方

にご報告をしたいと思います。 

 ということでございまして、最初に、事務局より資料の確認等をさせていただきたいと思い

ます。 

 

【成瀬参事官】 

 それでは、最初に資料の確認をいたします。過不足あるいは落丁等ありましたら、挙手でお

知らせ願います。資料は２種類ありまして、配付資料と机上資料でございます。 

 まず、配付資料といたしましては、議事についての資料です。議事次第が入っておりまして、

「ものづくりＰＴ準備会合 各分野取り纏め報告（案）」というのがございます。５つの分野

の資料でございます。 

 続いて、机上資料です。まず、机上資料１ですが、「我が国における科学技術に裏づけされ

た『ものづくり技術分野』の状況とあり方」ということで、これはＡ４の冊子です。机上資料

２は、「準備会合 参加委員、専門家一覧」ということで、表になっておりまして、それぞれ

の分野で主査と副査、参加いただいたＰＴの委員、外部講師等のお名前が記載されております。

机上資料３ですが、これはこれまでもご説明してあると思いますが、中間フォローアップのま

とめ方、あるいは考え方について記載されております。これを参照いただいて、本日は中間的

な取りまとめという段階に至っております。 

 それから、その他資料として、田中先生からご提出頂いた、ものづくり分野のパラダイムチ

ェンジ、ということで括弧して私案とあります。これに関しましては、申しわけございません

が、会議後回収させていただきますので、机上に置いてお帰りいただければと思います。 
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 最後に参考資料としまして、参考資料１というのは、これまでもお出ししておりますが、

「日本のものづくり技術の強みと弱み」です。参考資料２は、第３期基本計画でございますが、

ものづくり技術分野のところを抜粋したものでございます。 

 資料は以上です。 

 

 続きまして、本日出席いただいています委員の先生方を紹介させて頂きます。 

淺田委員 

新井委員 

田中委員 

上野委員 

中江委員 

前田委員 

國井委員、１時半ぐらいのご到着予定です。 

牧野内委員 

森委員 

藤本委員 

松木委員 

尾形委員 

小林委員 

 

本日は、経済産業省より苗村様、新階様、堀様、文部科学省より鎌田様、塩谷様、国土交通

省より田中様に参加して頂いております。各省庁へのご質問に対しましては、随行者から回答

させていただくことがあるかと思います。陪席者の席からの発言をお許しいただきますように

お願いいたします。 

それから、総合科学技術会議より、大江田審議官、是澤基本政策推進担当企画官が参加させ

ていただいております。 

 なお、この会合における配付資料は公開させていただきます。議事録についても、皆様にご

確認いただいた後、公開させていただきますので、ご了承ください。 

 事務局からは以上です。 
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【奥村座長】 

 はい、どうもありがとうございました。 

 本日の進め方改めて申し上げますと、ご案内のように、中間フォローアップのその中間作業

のご報告をいただくと、先ほど申し上げたとおりでございます。さらに今日の議論、ご報告を

先生方がお聞きになられて、最終とりまとめにこういうところを加えたほうがいいとか、要す

るにさらにアディショナルなインフォメーションをぜひ上げていただき、最後に、３月末にな

ると思いますが、取りまとめにしたいと思っておりますので、是非活発なご議論をお願いした

いと思います。 

 それでは、恒例によりまして、本日の会合の進行を座長補佐の前田先生にお願いすることと

したいと思います。先生、お願いいたします。 

 

【前田座長補佐】 

 ご紹介いただきました東京大学の前田でございます。よろしくお願いいたします。 

 座長からお話がありましたとおり、３年目ということで、ものづくりというふうに名前を改

めた製造技術が、今後どうなっていくのか、深掘りの議論を５つの分野でやっていただいたと

いうふうに聞いております。私も人材だけ出られなかったんですが、後は出させていただきま

したけれども、ふだん公式の会議では聞かせていただけないような、ディープなというか、お

話を聞かせていただけたような気がいたします。 

 それでは、５分野からお話をいただくんですけれども、質疑は全部終わってからの総合討議

のような形でやらせていただきたいというふうに思います。ただ、ご発表の中でどうしても語

句がわからないとか、その程度のご質問はそれぞれの分野終わった段階でお受けしたいと思い

ます。各分野１０分でお願いいたします。 

 では、まず「人材」分野からお願いいたしまして、主査、新井委員、副査、淺田委員でお願

いします。 

 

【新井委員】 

 人材分野の取りまとめ主査新井、そして副査淺田さんという形で進めてまいりました。２回

行いまして、３名の専門家から事情聴取いたしました。 

 全体として、「ものづくりは人づくり」と言われるように、技能から先端技術にわたるすべ

ての場合に人づくりが重要視されておりますが、ヒアリングした結果は、ものづくりの人材育
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成は現在、非常に危険な状況になっていると思っております。 

 問題を整理するために初等教育から製造業の社内教育までの教育段階に分け、一方、教育す

べき内容を先端技術と基盤技術に分けまして、ここにありますような表をつくってございます。

ただ、その中で特に重要なものだけを説明させていただきます。 

 ２の「課題」で、小中高校の段階、大学、企業、社会と、分けて対応しております。「小中

高段階のものづくりの人材の育成」としては、理科系の教育が不十分であり、特にものづくり

に直結する物理の教育がおろそかになっていることが感じられます。現在、ゆとり教育からの

離脱が進められていますので、これはよくなるかもしれませんが、しかしながら、高校での３

教科、例えば物理、化学、生物を必修とすることはまだ議論されていません。そこで、解決策

としては、理系の教育時間を増やし、かつまた大学の入試において、理系３教科を必須科目と

させると、という大変強い提案をさせていただきます。 

 一方、「大学・大学院におけるものづくり人材の育成」においては、ものづくり系の学科、

専攻が減少しているという大きな問題があります。２５年前に比べた明確な数量はわかりませ

んけれども、半減していると感じがあります。また教育研究者の数も、研究費が少ないという

ことから減少していると感じます。例えば切削加工の助手を募集したらだれも来なかったとい

うような事例が聞かれております。このような現状から、２０３０年ごろにまたものづくりの

技術の断絶が起こるであろうと言われていますので、それを防止することを目指して技能技術

者と「ものづくり科学者」の教育育成が必要であると考えられます。 

 解決策を検討しました。今後必要とする技能者、ものづくり科学者の必要人数を明確に把握

するということまで踏み込んで、学校別にその育成人数を割り振ることが必要です。この考え

方は、高度成長時代を思い起こさせますが、今やそのぐらいしないと、技術人材の保持は難し

いのではないかと思います。また、ポスドクに長期インターシップなどの社会経験をさせる。

これもう既に施策としてはできているので、「ものづくり科学者」として養成すべきだと考え

ます。もう一つ、教育の効率・質の向上のために、ものづくり教育に産学連携を導入する、つ

まり、教育に産学連携を導入するということを提案したいと思います。 

 次に、「企業における人材育成」です。実はこれが大変危機的状況にあると感じております。

企業内教育が大きく減少し、中小企業ではほとんど実施困難であり、かつ、今後将来にわたっ

ても企業内教育は無理であろうという感じになっております。この対策には、職業能力開発総

合大学校及び地方の職業能力大学校のさらなる活用を図ることが考えられます。実は、大学校

の校長先生からお話を聞いたということにもよっておりますけれども、ものづくり教育にはこ
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ういう組織も重要であるという結論になりました。他に、大学の研修センターを中小企業でも

活用できるように、国が支援を行うという具体的な施策が考えられると思います。 

 最後に「社会におけるものづくり人材の育成体制」であります。日本社会全体として、「も

のづくりはグローバルな競争力を有しているので、自由競争に任せればよい」というような楽

観視が見られると思います。実は、この人材育成のレポートを書いたときには、まだ製造業不

況のちょっと前だったものですから、今の状況は金融危機であって、「日本はものづくりを重

要視してきた、だから日本は大丈夫だ」ぐらいの論調が強まったと、感じました。しかし、実

際には、製造業不況になり、今や、工学系離れ・ものづくり離れは極めて強く、将来は決して

明るいものではないと感じました。 

 解決策です。「ものづくり技術立国」を再確認し、そのもとで戦略的な人づくりをする。４

大分野への研究投資と並行して「ものづくり分野」の教育投資、研究教育を考えてほしい。特

に、基盤技術を文部科学省が教育として支援するということをお願いしたい。というのは、文

部科学省が、今でも、ものづくりは経産省の仕事であると決めつけているような感じがところ

どころに見えるからでございます。 

 報告の裏のほうは、「対応の方法に関する考察」です。特に問題になっているのが、企業内

教育の話と、それから「文部科学省等での施策」が非常に短期間である点です。教育はどうし

ても長期間実施してやっとその効果が出てくるものです。よって、最低６年ぐらいの規模で施

策を考えてほしいとの意見がでました。何も全期間均等に予算をつける必要はないということ

で、準備２ヶ年、実施３ヶ年、とりまとめ１年ぐらいを考えて欲しい。加えて、作成した成果

の水平展開を図っていただきたいということでありました。 

 ４のところに「講師及び準備会合出席者の意見のとりまとめ」をしております。講師は職業

能力開発総合大学校の古川校長、それからデンソーの今枝様、三菱重工の田口様、そしてその

他の委員の意見でございます。再度この表を見ていただきますと、一つ一つ細かい例が載せて

ございます。ＯＪＴの効率化等がございます。あるいは技能オリンピックなんかもありますが、

全体として、ものづくり技術立国の再確認ということが極めて重要であると、こういうふうに

考えております。 

 以上です。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございました。何か、このペーパーに関するご質問がございましょうか。ディス

 －5－



カッションは後でやっていただきます。よろしゅうございますか。 

 それでは次に、「中小企業」分野です。主査、田中先生、それから副査、上野委員にお願い

しております。 

 

【田中委員】 

 ２人で分担してお話ししたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 まず、中小企業関係の施策について各省庁からの説明を受けました。後からちょっと問題点

上げますが、一つここで申し上げたいのが、人材育成に関して、それぞれがそれぞれでやって

おられる事がわかりました。経産省は、経産省なりにやられて、それから文科省は当然ですけ

れども、厚生労働省もやられておるんですけれども、それがお互いにその関連がとれていませ

ん。各官庁が働く人たちに必要であろうと考えた様々な教育や訓練を実施しています。しかし

それらは卒業免許を与えるところまでやらず，皆中途退学的になっています。この資格が取れ

るとか、ここまでやったから一人前の技術になる，いうところまでやっていなくて、途中でお

っぽり出しています。雇用者側，つまり，人材を探す中小企業の立場から見ると、どこまでや

ってくれている人材なのかさっぱり分からないと言う問題があります。 

これを、例えばどっかの企業で２年間以上やったら、一つの資格にするとか，それから講習会

を受ければどの資格になる，と言った具合に一人一人の人間が育っていくような形にしておい

ていただいて、中小企業のほうから、企業内ではなかなか育てられませんから、欲しい能力を

明示して求人し、採用するというシステムを構築する必要がある。というふうにしみじみ思い

ました。後は中小企業の立場から上野先生のほうから説明して頂きます。 

 

【上野委員】 

 それでは、「中小企業」分野取りまとめ案としてのご報告を申し上げたいと思います。 

 資料２の「中小企業の実態説明」というところでございまして、２－１のところでは、「も

のづくりを巡るパラダイムの変化」という内容にしてありまして、最初のところでは「産業の

グローバル化」と記述しています。それは中国の台頭で、国内では量産品の確保が大変困難に

なってきているという実態がございます。それから発注側の急激な今の減産、在庫減らしで受

注が大幅に減少しているということが起きております。高付加価値製品とその加工技術が大変

強く求められていることが私は重要なことだと思っています。中小企業のトップ企業や健全企

業と言われるような企業はイノベーションへのチャレンジというのが大変旺盛だということで
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あります。なおかつ国や自治体の中小企業支援策を利活用していると、ここのところがやはり

ポイントではないかと思うのです。もう一つは、大企業や、中堅企業ではリストラという名の

もとで、人手不足が起きているということです。ファブレスという状況が続いておりまして、

このようなことでその量産加工などの生産技術、私はこれをものづくりのシンクタンクの役割

だというように思っているわけです。生産技術、この機能が中小企業に求められるようになっ

てきていますということが大事なことだと思っています。それからＩＴによるビジネスインフ

ラの構築がやはり海外よりもおくれているということが、国のＩＴ戦略本部の本部委員として、

強く提言しているところです。最後のところには産学連携というのは地域の活性化が、やはり

中小企業は推進の主役になってきているんではないかということを提起しているわけです。 

 ２－２のところでございますが、「基本的な考え方」としまして、イノベーションの推進が

必要ということを取りまとめております。中小企業は規模が小さくてもイノベーティブでない

と生き残れないという状況になってきております。それを支える人材と技術は非常に重要です。

それから知的財産への取り組みということで、キーワードとして、「知財経営」ということを

入れ込みました。ノウハウの蓄積や、特許取得、このようなところは、大変重要に中小企業の

場合もなってきております。それから、ＩＴを使いましたＥＤＩですが、受発注のシステムで

この導入がまだ相当おくれておりまして、共通基盤の整備ということで、プラットホームづく

りをしようということを、これも国に提案しているところです。 

「わざみがき」として中小ものづくり技術の高度化の充実ということであります。 

「ひとづくり」として、中小のものづくりの人材の育成と確保ということは大事だということ

です。 

「ことおこし」ということに整理していますが、中小企業の持つ技術の事業化ということです。

これを推進すべきではないかと思っています。 

 具体的に２－３でございますが、「わざみがき」や「ひとづくり」、「ことおこし」への取

り組みというように整理しています。 

 「わざみがき」としては、中小ものづくり高度化法等によって基盤技術の高度化強化と促進

が非常に重要だということで、これをやはりもっと予算措置もしていくべきではないかと思っ

ています。それから事業化を見据えた研究開発を推進していくことが必要であるということで

す。産学官の連携をやはり強化していく必要あると考えています。 

 「ひとづくり」でございます。ものづくり技術を担う若手の育成ということで、これは産業

会と教育機関との密接な連携が求められると思っています。地域や中小企業のニーズに基づい
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た技術者の研修、これも必要だと思います。中小企業は経営者の経営力を強化するということ

が重要であり、中小企業の場合には経営者次第で伸びるも萎縮するも決まるということであり

ます。 

 「ことおこし」の所では、中小企業同士による企業間の連携、それから川上と川下産業のマ

ッチングの場の拡大というのは大変必要でありまして、これは海外市場に対しても非常に重要

だと考えております。次の中小企業の技術を事業化するためのハンズオン支援事業、私ども中

小企業も海外にどんどん進出していっておりますので、非常に重要ではないかと思っています。

それから知的財産やノウハウへの戦略的な取り組みということで「知財経営」ということをキ

ーワードとして打ち込みました。受発注システムのプラットホームづくりということで、これ

も進める必要あると思っております。農工商連携というのも更に進めますが、これから非常に

国の重要な施策になっていくと私は考えております。 

 ４番でございますが、このように非常に金融機関に重大な影響が出ておりますけれども、緊

急の経済対策が打ち出されております。ものづくり技術分野は、緊急的な対策を折り込む必要

があると考えられます。長期的な視点もあわせてまとめる必要があるのではないかと思ってい

ます。 

 以上でございます。 

 

【前田座長補佐】 

 はい、ありがとうございました。 

 

【田中委員】 

 すみません、資料の最後に私案がありますけれども、私も中小企業のところまじめに見直し

ましたら、幾つかの大きな問題を発見しました。この会の流れからみてやや外れますが私案と

して御報告させて頂きます。 

第１は予算についてです。それぞれの省庁の中には中小企業対策と思われるかなりの予算が計

上されております。その予算と、ものづくり技術の委員会で出ている予算とが、どういう関連

が私どもによく説明がないままに両方あって，こちら（ものづくり技術）のほうが少なくて、

本予算のほうが多くなっているので、その辺の関連がどうなっているのか説明していただかな

いと、ここで何やっているかわからなくなってくるということであります。 

 ２番目で、内閣府と省庁の関係を明確にするということなんですけれども、枠として５兆円
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確保されておりまして、フォローしていろいろお聞きすると、どういう費目で幾らお金を払っ

たということはビシッとくるんですけれども、その結果として，当初の目的に対してどれだけ

効果が上がったのかという、民間企業ではもう当然やられているフォローの部分が抜けていま

す。これは目的予算ですので、総合科学技術会議のものだけはＴＱＭの手法を使って、目的に

対してどれだけ効果があったかというところのフォローもしっかりやっていただくようにして

いただきたいと思います。 

 ３つ目ですが、上野委員と同じところがかなりありますが、リーマンショック以降はパラダ

イムチェンジするしかないと言うことです。１例として０９年３月期、リーディングカンパニ

ーの１つであったトヨタグループ全社そろって赤字で総額４兆円ぐらいの利益がパッと消えた

格好になります。この事は，この委員会の目的でもある『科学技術開発をして競争力を付けた

電気製品や自動車などの、耐久消費財をつくって世界中に売っていく』と言う国家戦略が万能

ではないと言うことが判明したととるべきです。数年間も買い控えされる耐久消費財と違って

日々買わねばならない一般消費財だとか、ローテクの部分にもシフトしていかなきゃいけない

ということです。 

そのための一つの例ですけれども、とにかく貿易収支が黒字であることを前提として、資源

とか、食糧輸入しています。特にエネルギーとか食糧について、なくてはならないモノを輸入

に頼っています。科学技術政策をもう少し見直しして国内での生産を活性化するということが

必要と思います。例えば日本近海に無尽蔵にあると言われるメタンをもっと使うとかです。こ

れにより原油の輸入量を下げると同時に，電機事業とガス事業を統合するという政策を打ち出

せば，メタンガスによるコ・ジェネ産業が興ります。これは中小企業にとっては得意の分野で

す。農業の参入を自由化するということも食糧の自給率向上にために必要と思います。 

２つ目は、輸出に関することで，７億人の先進国向けのハイテクに行き過ぎていますけれど

も、もうちょっとローテクの部分に注目し日本固有の、二千何百年の歴史があるわけですから、

それぞれ発展途上国にとって必要なものがいっぱいあるはずですから、それをリファインして

輸出商品を出すという技術を開発すべきと思います。 

最後に，地方に行ってディスカッションしていると、地方の中小企業の社長さんや幹部は殆

ど兼業農家なんですね。霞ヶ関の役所は農水省・経産省・厚労省・国交省等に完全に分かれて

いますが、地方へ行けば混然一体となってます。行政（予算）だけが分かれているのはおかし

いので、農商工を地方では垣根をとって、新しい技術を開発させるという方向が要ることを提

案したいと思います。 
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 以上です。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございます。何か。よろしいですか。 

 それでは、次、「環境・資源」分野ですが、主査、中江先生、副査は私がやらせていただき

ました。中江先生のほうからご説明を……。 

 

【中江委員】 

 中江でございます。前田先生と２人でやりまして、一つは新日鉄の高松さん、資材部長から

日本の鉄鋼業での資源環境課題という話と、それから東北大学の中村先生、この分野のご専門

で資源制約からきたものづくりという話をいただきまして、その中から始めは少しリサイクル

資源で細かくまとめようかというところが、どう見てもグローバルとの視点からまとめないと

ならないと、ということで、実は「総論」と「我が国の問題点と利点」、そして最後に「解決

策」と、こういう形でまとめてございます。 

 一つは、まず人口の増加と産業規模の拡大、食糧問題といろいろありますから、地球資源を

何とかしなければいけないねと。その結果として汚染が非常に広まってきたという結果があり

ますんで、図の１をごらんいただきます。これ、西山先生の書かれた資源残存量で１９９０年

ぐらいの統計なんですけれども、横軸が各元素で、縦軸がどのぐらい人類が使ったか、と見て

いただく、平均ざっと言って半分使ってしまったというような現状だと思います。石油もまっ

たく同じような状況にあると思っています。実は資源論は非常に難しくて価格が上がると資源

が出てくるんですよね。そういう問題があるんで、非常に正確なことは難しい、まず現状はこ

ういうところにある、ということは当然リサイクルに行かなければいけないなというのが第１

点です。 

 それからローマクラブ以来、どうも人類の、本来は人口、何とか制御しなきゃいけないのに

相変わらずふえている。これだけ問題になりながら、いまだに資源の値段は上がっているけれ

ども、使用量はまだずっとふえ続ける。例えば鉄鋼業見ましても、10億トン、平均じゃ世界の

ものが今14～15億トンまで来ているという状況がありまして、資源の供給産業というのはです

ね、経営リスクというか、世界的な寡占化が進んでいると。寡占化が何かというと、実は図の

２をごらんいただきたいんですけれども、これ横軸が企業数、縦軸が利益率なんです。という

ことは企業数が少ない分野ほどすごく収益利益率が高いよということで、いろんな分野でもっ
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て資源の寡占が進んでいます。これはユーザー価格、原価ではなくて、投機的な価格になりつ

つあるという事です。 

 もう一点は、ですから資源の価格高騰しますけれども、環境問題からいきますと、例えば中

国からエチゼンクラゲが来るとか、光化学スモッグが日本に出るとか、日本自体の環境は非常

によくなっているにもかかわらず、実は世界で見なければどうにもならない、この国だけよく

してもどうにもならないという感じがしまして、それでは全体として資源・環境・エネルギー

との問題をグローバルな視点から解決しなければだめなんではないかということで、金属、プ

ラスチックを中心に話をしています。 

 ２番目の「我が国の問題点と利点」に入りますけれども、資源問題は省資源問題、例えば省

エネ、高効率化とリサイクルになるんだと思います。リサイクルに関しましては、実はこの間

の意見の中で、我が国は都市のすぐ横に巨大な産業がある、ということは都市鉱山という言葉

がありますけれども、都市の資源供給、場所があって横に巨大な産業があるという非常に世界

でまれな国である。これを生かさないことはないであろうということがありまして、リサイク

ル処理施設を考えようと。例えば、非鉄にしましても非常に高いリサイクルの再生技術を持っ

ておりますんで、これに関しましては、リサイクルを我が国だけで考えるのでなくて、例えば

発電とか製鉄のエネルギーも世界で我が国が一番少ないですよね、非常に効率のいい社会です

から、こういうことを全部取りまとめて、リサイクルと、その処理法、産業化ということを考

えたらどうだろうかということで、第１点は各種スクラップが国際的な価格の変動から我が国

だけでは価格が決まらなくなると。例えばペットボトルの問題にしても中国が買い占めれば、

この国がなくなってしまう。処理産業をつくりながら、原材料がないという状況に入る。とい

うことで、これではどうにもならないんで、効率が悪いんで、国内だけのマテリアルフローで

はなくて、全体として考えなければいけないだろうということもあります。例えば、先ほどペ

ットボトルにしましても、かなりケミカルリサイクルやりつつ、実は高炉にコークスの原料で

入って、それがまたこのごろ少しモンダイからケミカルに移りつつあるように感じていますけ

れども、時代の要請と価格と安定供給という問題がある、なかなかかわせません。 

 次のページに行きますけれども、結局１９９０年代までというのは、環境問題は排出量の削

減と無害化でした。２０００年以降は、戦略的な管理と活用というように非常に変わったんだ

と思っています。そういうことで資源問題を国内市場を越えたグローバルな環境ルールをつく

んなければいけない。 

これはヨーロッパを中心にしまして、そこに「ＲＥＡＣＨ」ということが書いてありますが、
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化学物質の登録・評価・認可そして制限ということが非常にきつくなっておりまして、有害な

ものは使わない。例えば鉛にしても何にしてもヨーロッパから規制が出てこないということで、

ではどうしたらいいかというと、例えばハイブリット車のように日本は非常に省資源化が進ん

でいまして、産業機械の特殊鋼なんかも多分世界的なシェアを押さえていると思われる。また

排ガス・水処理技術等も非常に進んでいますけれども、そういうことを全体ひっくるめて大き

なシステムをつくるというのが、次の解決策のところにございます。 

 これはかなり独断と偏見過ぎるかもしれませんけれども、例えばエコ・コンビナートのよう

なものをつくってはどうかということですね。と同時に、例えば中古車は、中古車で輸出して

海外で分解して材料にして持ってくる、あるいは分解してリユースができるから、中古車輸出

が余計有効なんです。そういうことを考えると、まずマテリアルフローを考えて、図の３のよ

うなエコ・コンビナートという構想をつくってはどうだろうかと。大都市があって、そのすぐ

横に鉄鋼なり非鉄金属など、エコ・コンビナートをつくって、それでもって全体で処理をして

いこう、それを実は世界、図の４のように全世界に適用して行く必要があり、、この国内だけ

でやるんではとても無理であるということから年代と、地域を超えたマテリアルフローのフロ

ーモデルをつくってはいかがでしょう。 

これからが提案なんですが、こういうエコ・コンビナートのモデルを我が国の工業団地が今

余っていますから、そういうところに「国際展示場」としてプラントをつくってはどうだろう

かという提案でございます。これは、そういうプラントを各国に見てもらって、そのプラント

の輸出をするんだと。あるいはエンジニアリング・サービスの基地、発信基地とするというこ

とを考えていまして、逆に言うとこういう技術をもとにして資源加工のための新しい環境技術

の開発を進めると。またそのためには、シンクタンクのような形でもっと研究所をつくったほ

うがいいんではないかというのが私ども最終結論でございまして、こういう情報の提供等を通

して、資源を確保でいったらどうであろうかという考え方でございます。 

 前田先生、何か。 

 

【前田座長補佐】 

いや、もうそれで結構でございます。 

 そんなところですが、大分多岐にわたる分野ですので、また後でディスカッションしていた

だければと思います。どうも中江先生ありがとうございました。 

 続きまして、「すり合わせ・作り込み」分野です。主査、藤本委員、副査、松木委員でやっ
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ていただきました。 

 

【藤本委員】 

 「ものづくり技術」とは何かというと、狭く言えば付加価値（設計情報）の流れを制御する

汎用の管理技術のことだと思っています。トヨタさんは、生産技術と製造技術を分けています

が、ものづくり技術は、そのうちの製造技術のほうです。これに対し、たとえば溶接とか塗装

といった固有技術の「島」をつないでいく「流れをつくる」技術が、狭い意味での「ものづく

り技術」になると思います。その観点から見たとき、「擦り合わせ」とは何かということであ

りますけれども、人工物の設計においては、いろんな構造要素と機能要素の間の調整をやらな

ければいけない。これら機能要素と構造要素がスパゲッティみたいにこんがらがってしまって、

機能・構造の連立方程式を解かないと、全体として、お客さんが喜ぶ機能目標を達成できない

場合、そうした設計思想が「擦り合わせ」アーキテクチャである。したがって、たまたま歴史

的な理由で日本に偏在する、多能工のチームワークに立脚する、日本のチームワーク重視の統

合型ものづくり能力と「相性」が良かった。その意味で、日本では擦り合わせ的な製品が比較

優位を持つという仮説を立てたわけです。 

「作り込み」も同様でありまして、これは「設計情報をうまく転写すること」を意味します。

例えばプレスとか溶接とか鋳造とか鍛造とかが典型的にそうですけれども、この設計情報を物

に転写し埋め込んでいくことが日本の現場はうまい。特に前述の「チームワークを使うとうま

くできる」という意味で、「擦り合わせ」とか「作り込み」は、日本の現場の得意技だという

ことがよく言われております。実際、日本製品のアーキテクチャを簡便法で測定してみても、

日本の輸出競争力の優位性と相関があるとの結果が出ておりますし、ケーススタディなどでも、

これと矛盾しないパターンがたくさん出てまいります。 

ただ、「日本人には擦り合わせＤＮＡが入っているから、日本人が擦り合わせ製品をやれば

絶対勝てますよ」みたいな、のんきな話を最近よく聞くんですが、この種の民族決定論的な俗

論は当然排除しなきゃいけない。むしろ、下手をすると、日本の企業自身が現場の強みを自ら

崩して、「実は擦り合わせは日本の生得的な強みじゃなかった」ということをみずから証明し

ようとさえしているなケースが、多々見られるように思います。「擦り合わせが得意だ」とい

う主張は、地道にものづくりの組織能力を鍛えてきた会社のみが言えることであって、「日本

人ならばできる」なんてのんきなこと言えるわけじゃない。逆に、海外でもこういったチーム

ワーク型の能力を鍛えている現場は、当然擦り合わせ型の製品で強いというふうに考えるべき
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でしょう。それが２番の論点であります。 

 ３番は、産業分類に関する議論です。よく「○○産業は『擦り合わせ』ですか」という聞き

方をされるんですけれども、この発想も厳密に言えば間違いです。要するに、「ある製品や産

業に固有のアーキテクチャは存在しない」ということです。同じ自動車でも、日本のように非

常に厳しい制約条件、たとえば安全基準、環境規制、燃費規制、うるさいお客等々がそろって、

しかも技術的にも制約条件が多い中で、製品の設計をしなければいけない場合、その製品のア

ーキテクチャは「擦り合わせ」になりやすい。逆にその辺の制約条件がちょっとでも緩んでく

ると、でき合いの部品などを寄せ集めてつくったほうが安いですから、その場合は一気に製品

アーキテクチャのモジュラー化が進みます。電子で動くデジタル製品などは、わりと制約条件

が少なかったので、実際に９０年代に一気にモジュラー化が進んで、結果、その多くが日本の

得意技ではなくなってしまった。これらは、「ハイテク製品なのに日本からどんどんなくなっ

てしまった」というような認識がありますけれども、たしかに、モジュラー型プロセスの半導

体では負けたかもしれないけれども、擦り合わせ設計である高級トイレの便器じゃ負けない、

というような現象がみられる。たとえば、トイレの便器には、節水という強烈な制約条件がか

かっていますから、これはそうそう簡単に最適設計ができるわけではない。かって、２０リッ

ターの水を使っていたものが、今は６リッターぐらいで流せるようになった。これは海外メー

カーも簡単には追いつけない設計技術です。そういう意味で、同じ製品ジャンルでも、どうい

う制約条件の中で設計され利用されるかによってアーキテクチャは変わってきます。実際細か

く見ていくと、同じ自動車用鋼板であっても溶解めっき銅板と冷延銅板では、恐らく韓国と日

本で貿易の流れが逆になっているかもしれない。それぐらい際どい勝負をしているわけですね。

でありますから、通常の産業分類じゃもうわからない。そこで細分類までおりたところで、品

種とアーキテクチャとのひもづけができたらいいなと考えています。実は「ものづくり白書」

の関係で三、四年前に経産省と一緒に調査をやったことがあるのですけれども、それ以来、い

わばほったらかしになっているんですね。できれば、そういった製品アーキテクチャの数値化

と測定と分類が恒常的にできればいいなと思っています。 

 次に、４番は人と組織能力の話です。擦り合わせ型の設計思想の製品や工程、それを支える

チームワーク型の現場の組織能力、これを支える多能工的な人材が相互に適合性を持つという

ことです。たとえば工場でチームワークで動くということは、自分の工程だけじゃなくて、前

後工程が見えている人、いわゆる「周辺視野」が広い人が多いということですね。こういう人

材が、擦り合わせ型アーキテクチャの製品の設計・生産には必要だったわけであります。また、
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戦後日本の生産現場に多く見られた長期雇用、長期取引もチームワークを促進します。特に中

小企業の場合、どうしても今のような不況期には、受注確保、資金繰りに奮闘している経営者

が多いですが、気がついたら現場が崩壊していたなんてことになりかねない。現場の管理人材

が足りませんですからね。そこで、管理人材が余り気味である大企業の現場から、不足してい

る中小企業へと移動させるには、「ものづくりインストラクター」のような形で、まず大企業

でこれから余ってきそうな現場管理のベテランの方々、現場のことを何でも知っている方々、

そういう方々を「現場改善の先生」として再教育し、「ものづくりインストラクター」として

全国の中小企業も含めて地域や産業や企業を超えて展開する。自分の会社でも教えられるけれ

ども、人の会社でも教えられる、ほかの産業でも教えられる、そういうインストラクター人材

を今育てる必要があります。この世代のベテランは、まさに今、会社が小さかったころを知っ

ている最後の世代で、団塊世代のため人数も多いですし、ここを取り逃がしちゃうと、ものづ

くり技術の伝承という点では取り返しがつかないと私は思います。これは大企業の努力だけで

はできないことでありますので、産官学が連携して、こういったものづくりインストラクター

を全国で育て、先生として遇する必要があります。さもないと、先生として遇してくる会社は

中国、韓国にたくさんいらっしゃいますんで、そちらへどんどん教えに行ってしまいます。そ

れはそれでよろしいんですけれども、やはり海外だけでなく、日本にもものづくりのベテラン

を先生（インストラクター）として遇する制度をつくる必要があると思います。 

 最後に、５番です。これはイノベーション政策等に関係するんですけれども、国の産業政策

は、個別には有効なものがたくさんあるというのは存じておりますけれども、全体として見た

とき、若干、固有技術、個別設備に国の資金支援が偏っている感じがあります。その結果、中

小企業などには、今、結構ぴかぴかの機械がたくさん入っている、「いろんな資金をいただき

ました」といってよい設備を入れているわけですね。ところが、それが下手すると「先端技術

の離れ小島」、「新鋭設備の離れ小島」となります。すばらしい先端技術なんだけれども、付

加価値がうまく流れていない。付加価値が生まれていない。要するに地域にお金が落ちていな

い。ですから、日本全体、地域全体に、「よい流れ」をつくるということを統一目標として、

各省庁の産業支援施策をぜひ横断的に見直していただけたらいいなと感じております。 

 最後に、今のと似たような話ですが、「ものづくり」というのは基本的に汎用的な流れの管

理技術の部分が大きいのですが、特に今のような時代、世界不況の中で、１０年単位で、現場

力を維持できるかできないかで、この次の回復期に、企業や現場の回復力が全く違ってくると

思うんですね。今、中小企業にとっては、確かに資金繰り等々、目先の話も大事なんだけれど

 －15－



も、１０年先の現場力の維持ということも何とかやっていかなきゃいけないわけです。ただ、

現状、「ものづくり技術」に対する国のお金の配り方は、やはり、横串として機能していると

いうよりは、下手をすると「その他固有技術」みたいになっています。ほかの分野で負けた企

画書がここ（ものづくり技術領域）にやってきて敗者復活戦を戦っているみたいな、ちょっと

言葉悪いですけれども、やや「草刈場」的なことになってしまう懸念もある。だからここは、

少し厳しい言い方をしていますけれども、「ものづくり技術」という名目で、「付加価値のよ

い流れ」の貢献が不明瞭な技術への予算配分はしないでいただきたいと考えます。どんなに先

端的な科学技術であっても「流れ」に貢献しないものは却下していただきたい。要するに、

「よい流れ」で社会に貢献するということがない技術は、「ものづくり技術」ではない、とい

うふうに定義していただきたい。そうなれば、むしろ「ものづくり技術」というのは、小さい

ながら産業技術の全体の「扇の要」のような存在として非常に存在感を増すんじゃないかと思

っております。 

 以上でございます。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございました。何かご質問ありますか。 

 それでは、最後になりますが「製品企画」分野、主査、尾形委員、副査、小林委員でお願い

しました。 

 

【尾形委員】 

では、私のほうから説明させていただいて、足らないところを小林先生に補っていただきた

いと思います。 

 製品企画分野、いただいたテーマの流れに沿って、１、「戦略策定時からの重要な変化」２、

「現状における課題や問題点」、それから３として「対応の方向」という順で書いてございま

すけれども、１番、２番は主にものづくり分野全体を見渡して書いております。製品企画分野

という非常に企業に直結したような表題でしたので、奥村議員がどういう課題意識を持ってお

られるかということをちょっと確認させていただいた上で、３番目の対応の方向のことを書い

ております。ということで、前置きが長くなりましたんですけれども、順番にご説明させてい

ただきます。 

 １番は、それぞれもう巷間言われていることですので、省略をさせていただきます。 
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 ２番目、「現状における課題や問題点」ということで、企業の競争力の源泉ということを少

し振り返ってみますと、ＪＩＴやカンバン方式などのオペレーションの効率化と経営能力、こ

れは戦略策定能力とその実行力のことですが、この２つに尽きると思います。前者は立派だけ

れども、後者はいま一つという評価は今正しいかどうかいったようなことがやはり課題として

あるでしょう。それから、日本ほど生活物資が充足し、かつ品質に厳しい国はないので、内需

で成功すれば海外での勝算があるはずだ。これが生かされているかどうか。それから企業ドメ

インの再確認、ここで企業ドメインというのは、現実の事業領域と将来のあるべき姿のことで

すが、そういったことを再確認していくという課題があるんじゃないかと思います。高度成長

期のときには、世の中の「流れ」や「勢い」に身を任せていれば成長できたんですけれども、

今は経営の力、例えば企業ドメインの構想力によって、自ら「流れ」と「勢い」をつくらない

と成長が難しいと、このような心構えが多くの企業にできているかどうか。 

 現状における課題や問題点の２番目としまして、製品企画があります。これの問題意識とし

ては、「諸外国に比べて日本は付加価値をとることが弱いのではないか」といったような面か

ら製品企画ということを考えてほしいということでした。そういったことで見てみますと、な

ぜ付加価値をとることが弱いかということなんですが、かつては終身雇用のため赤字事業を清

算しにくかった。今はクエスチョンになっておりますけれども。国際競争力のない生産性の低

い産業の比率が高い。このために非常に高コスト構造になっている。要するに、輸出型製造業

以外はすべて欧米に比べて生産性の低い産業が多い。それから資本コストが低い。従来低金利

であったということで、低付加価値に甘んじていた、といったことが付加価値がとるのが弱い

原因じゃないかと感じています。 

 現状における課題や問題点の３番目として、かつて日本株式会社ということが言われたんで

すが、しかし研究開発という点から見ると、本当に現状はそうでしょうか。国の科学技術関係

予算のうち民間に流れているのは４％で、これは民間企業の研究開発投資の１％に相当すると

いうことで、ほとんど日本株式会社という言葉は当たっていないんじゃないかと思います。 

 ということで、以上のような課題をもとに「対応の方向」ですが、付加価値をとることが弱

いということを是正するために国として何をしたらいいかということを提案しているものです。

ａは日本の製造業固有の「癖」を生かすということです。日本は強みにしている「癖」という

のがあるわけで、その「癖」をうまく活用して、優秀な業績を上げてきている企業が多いわけ

で、こういった「癖」を環境変化に適応させて、さらに強みに進化させていく、これは国にじ

ゃ何を期待するかということが思い浮かばなかったのでクエスチョンマークになっています。 
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 ｂは、国のＲ＆Ｄ投資は依然としていわゆる先端分野と言われる分野に重点投入されている

わけですけれども、これはこのままでいいのか。日本の競争力のある優秀な企業、あるいは産

業は先端とみなされていない分野に属しているものが多いわけで、先端分野偏重からの脱皮を

図ることも必要ではないか。 

 ｃは、国の主な役割を「個々の技術、製品、産業の先導役」から「イノベーションを誘発・

刺激するための環境の整備」に転換してはどうかと。個別の先導役を全部おりてくださいと言

っているわけじゃないですけれども、重点をこういったところにも振り向けたらどうかという

ことで幾つか人材教育、中身は今既に言われているようなことですけれども、例えば今まで言

われていないことで、例えば日本語版のＴＯＥＦＬなども、留学の振興策をとられていますけ

れども、こういったことも必要じゃないかと。それからイノベーションを促進するためのイン

センティブとして税制、例えば研究開発や寄附に対する税控除とか、その他そこに書かれてい

るようなことですね。それから科学技術インフラの整備。 

 ｄとして、「官民一体となったビジネス努力」ということで、先ほども資源、環境のところ

でご提案ありましたけれども、開発途上国等へのインフラ整備への協力ということで、通信・

放送インフラ、省エネ、新エネルギー、鉄道・道路、産業基盤といったようなことをもう少し

産業界と国が一体となっていろいろ取り組んでいくべきじゃないかと。わが国のブランドの維

持・向上ということで、新幹線、日本料理の調理の認定とかですね、観光、美術、演劇、工芸

などを世界に冠たる日本にはブランドがあると思いますので、これはやはりもっと売り込んで

いくべきじゃないかと。それから、在日各国大使館同様の営業努力というふうに書いてありま

すけれども、これは各国いろんな官民一体となった営業努力をやっているわけで、こういった

ことをやってほしいと。 

 最後にｅとして、「人口減少国の成長モデルの構築」ということで、世界の先導役、ただし、

現在制度疲労を起こしている年金、医療、雇用等の再構築をした上で、環境、食糧、資源・エ

ネルギー等に配慮した成長モデルを構築するといったような、こういったことをきっかけに付

加価値をとる試みを強めていってはどうかと。 

 以上でございます。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございました。皆さんのご協力で大体時間を５分ぐらい早目に終わりました。 

 今の尾形委員のご説明にテキストベースでのご質問は何かございますか。よろしゅうござい
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ますか。 

 それでは、全体取りまとめてディスカッションをさせていただきたいと思います。大体今か

らですと４５分から５０分ぐらい時間がとれると思いますので、お一人の発言はちょっと短め

にしていただいて、ディスカッションしたいと思います。どなたでも結構でございます。ご発

言の方はお申し出ください。はい、じゃ淺田さん。 

 

【淺田委員】 

 「すり合わせ・作り込み」分野の取りまとめ案の中で、すり合わせ型という言葉とモジュラ

ー化というのが何か対比されて書かれているような気がしました。例えば、弊社はどちらかと

いうと、すり合わせ型の会社だったんですが、最近取り組んでいるのはモジュラー化なんです

ね。どうしてかというとそうしないとスピード感がないんですね、一つ一つ、注文生産、注文

設計やっていると、対応できないということで、今モジュラー化の方向になるべく行こうとし

ている。 

 私が言いたいのは、ここで、どちらの方向がいいかというのはないかもしれません、ここで

書いていますようにそれぞれの製品に特徴があるかもしれませんけれども、以前もこの場で申

し上げたことありますけれども、レイヤーマスターという言葉ありますよね、ある部分をこう

全部支配してしまうと、同じようにいろんな複雑な製品のモジュールを日本でデファクトスタ

ンダード化してしまって、得意としてしまう、あるレイヤーに関しては、日本に任せないとで

きないというような状況に持ち込むというのも一つの手じゃないかと思っています。必ずしも

インテグレーションするだけを得意とするんではなくて、そういうある層を占める、マブチモ

ーターなんかそうだと思いますけれども、そういった方向もあるんじゃないかと思いますので、

ちょっとそこら辺が、ここでどういうふうに議論されたのかなというのをちょっと聞きたかっ

たなと思いました。 

 

【前田座長補佐】 

 藤本先生、お願いします。 

 

【藤本委員】 

 ある人工物がインテグラル化しているのかモジュラー化しているのか、という話は、特に経

済系と工学系の人がこの話をするとすれ違いが生じやすいのですが、ある意味でどちらも正し
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いのです。経済学には、「事前」と「事後」という概念があります。また、マクロ（製品全

体）とミクロ（個別部品）の違いも意識します。ミクロ的に、事前に設計者が個々の部品設計

において何をすべきかというと、市場や技術や社会が許す限り、モジュラー化の努力をするの

が設計者として当然のことでしょう。モジュラー化ができるのに設計者がそれをやらなければ、

その製品は過剰品質になって、コスト高で負けてしまいます。ですから私は、設計者に無理な

擦り合わせ設計をやれと言っているわけじゃないんです。そんなことをすれば、まさに、日本

がグローバル市場で負けるパターン、つまり過剰設計になってしまうわけです。 

 しかしながら、事後的、マクロ的なアーキテクチャは別の話です。つまり製品全体のマク

ロ・アーキテクチャはどうなるかという話と、個々の設計者にとってのミクロ的な個別製品の

設計の話は、分けて考える必要がある。一言で言えば、ミクロ・アーキテクチャは設計者が決

める、事前に主体的に決める。これに対し、製品全体のマクロ・アーキテクチャは、社会や市

場が決める。マクロ・アーキテクチャは市場選択や法的規制により淘汰されるのです。製品ア

ーキテクチャは、こういう進化論的なプロセスにより変わっていくと思うのです。したがって、

おっしゃるように、複雑で巨大なシステムはモジュラー化しなければとても制御できませんか

ら、設計者は当然、モジュラー化の事前の努力を最大限するわけです。ところが設計者がモジ

ュラー化をやってみたら簡単にモジュラー化できちゃったとすると、これは別に日本の設計者

チームが苦労して作らなくても、どこの国の設計者でもできるという話になってしまう。つま

り、日本は設計の比較優位を失ってしまうんですね。 

ここが説明の難しいところなんですけれども、設計者が事前に一生懸命ミクロ・アーキテク

チャのモジュラー化努力をしたとしても、事後的に、製品のマクロ・アーキテクチャのモジュ

ラー化が市場や社会に受け入れられない。モジュラー化すると商品力が落ちてしまってお客さ

んが選んでくれない。あるいは社会的・法的な規制、たとえば環境規制や安全規制などがどん

どん強化されてしまうがために、設計者は常に複雑な設計の連立方程式を解かざるを得ない状

況になってしまう。まさに、設計者が「もう勘弁してくれよ」と言って、ぶつぶつ言いながら

擦り合わせ製品の設計をやっているような状況が、皮肉なことに日本製品の設計上の比較優位

を生み出している。このように、アーキテクチャの事前、事後、マクロ、ミクロの違いを考慮

すれば、おっしゃるようなミクロ・アーキテクチャのモジュラー化努力とマクロ・アーキテク

チャの事後的インテグラル化は必ずしも矛盾しないことがわかると思います。 

 それから、マブチモーターのお話とも関連しますけれども、自社製品の内部を標準化した結

果、自社製品の競争力が崩れてしまうこともあるので要注意です。自分が戦いたい、その製品
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領域を戦略的に決めて、その土俵(インターフェース)に沿ったところを標準化する、つまり中

をインテグラル化しながら外側をモジュラー化していく。こうした「中インテグラル・外モジ

ュラー」のモジュールは、どのレイヤーにあってもいいのです。製品全体でもモジュールでも、

あるいはマブチさんみたいに単体の部品のレベルでもいいのです。いずれにせよ、自社が勝負

したい領域に関して、外をモジュラー化して中をインテグラル化する。これはまさに、かつて

CPUでインテルがやったことです。インテルの製品は中はモジュラーですかといえば違います。

あれはものすごい擦り合わせ（インテグラル）です。ただ、彼らは外側のインターフェースを

標準化した。つまり製品設計の階層構造の中のどのレイヤーに陣取って、どの部分を擦り合わ

せにして、どの部分をモジュラー化にしていくかという、アーキテクチャ戦略を明確にする必

要があると思います。ただ、日本の企業がどっちかというと、前述のように多能工のチームワ

ークを強みとしてやってきたということがあるなら、製品のどこかの階層か部位に強烈な擦り

合わせ設計が入っていないと、その設計は「ほかの国でもできるよ」と言われてしまう。つま

り、自社の製品戦略と合わない形で下手な標準化をやると、まさにそれをやってよかったな、

世の中の役に立ったなと技術者が言っているうちに、自分の会社の競争力が、足元から崩され

てしまうということになりかねない。自社製品の内部のモジュラー化というのは、そうした両

刃の剣だと思います。設計のモジュラー化の合理性を否定する気は毛頭ございませんが、製品

の中モジュラー化、部品インターフェースの標準化は、自社の製品戦略と整合的なものでなけ

れば、自社の競争力をそぐことになりかねないわけです。 

 

【前田座長補佐】 

 はい。淺田さん、何か反論ありますか。 

 

【淺田委員】 

 今、教えていただいた感想としては、何か非常に難しいんだなと。何だか簡単に割り切れな

いんだなと、そのモジュラー化しなきゃいけないという企業の努力もありますけれども、じゃ

そのモジュラー化しちゃいけないところというのはどこなのかと、私ちょっと聞きながらもう

一つピンとはこなかったんですけれども、そういうのが、日本全体としてある整理が必要なの

か、どこで戦っていくのかという整理が必要なのかなという感想を持ちました。 

 

【前田座長補佐】 
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 はい。じゃ、ちょっと別の観点から、はい、牧野内さん。 

 

【牧野内委員】 

 「環境・資源」のまとめなんですけれども、この中でエネルギーの問題が余り取り上げられ

ていないんですけれども、これは何か理由があるんでしょうか。 

 

【中江委員】 

 特にはありませんけれども、ずっと調べてきますとね、日本で自然風、太陽光、全部のエネ

ルギー、この国どのくらいカバーできるかというと、今たしか、トータル４億キロリットル、

石油換算がこの国のトータルエネルギーで、そのうちの８％くらいしかないんですよ。太陽エ

ネルギーを全部はってしまうと、農業も全部駄目になるということは、この国に関して言うと、

自然エネルギーは非常に先が暗いなという感じがしています。相当やっぱり新しいエネルギー

がということになると、石油があっていろいろなこと、今のところエネルギーが省エネ以外に

はなかなか論じようがないという感じでいます。 

 

【牧野内委員】 

 反論があるんですけれども、まとめの中で一方ではエネルギーも資源も環境もすべてグロー

バル、その地球全体として考えなくてはやっていけない時代に入った、こうおっしゃっている

わけで、私もその趣旨に賛成で多分エネルギーもそういう視点で見るよりしょうがないと思っ

てるんですね。それで私、素人なんですが、太陽由来のエネルギーというのはもう使わざるを

得ないと思っています。例えばそれが使えるところは砂漠であったするわけですけれども、そ

ういうところも含めて日本のエネルギー政策を考えなくてはならないのではないか。将来考え

たときに物すごく重要だというふうに思っていますので、ぜひ取り上げていただきたいという

ふうに思います。 

 

【田中委員】 

 延長上なんですけれども、エネルギー、特にメタンガスに対してかなりのお金を投資して、

開発されているはずなんですけれども、メタンハイドレート利用等の具体化の話が一切に出て

いません。専門家の間では、日本には１００年分もの埋蔵量があるという説もあります。なの

に日本だけがなぜか天然ガスについて穴が開いていますので、もう一遍取り組み直す必要があ
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ると思います。中国行ってもヨーロッパ行っても、バスだとか何か全部天然ガスなんですね。

日本だけがガソリンで走っているという不思議な世界ですので、これをぜひエネルギー政策の

中に入れて頂きたい。そうするとまた中小企業などにコージェネなど新しい技術開発がどのど

ん出てくるんじゃないかという、おもしろいものですからぜひやっていただきたいと思います。 

 

【中江委員】 

 多分、カナダか何かオイルサンド、タールありますよね、あの場合ずっと見ていると取り出

すに必要なエネルギーと出てきたエネルギーの比、ＥＤＢって言いましたっけ、何かそれが２

とか３の程度である。昔の中近東の石油になりますと、取り出すエネルギーに対して、出たエ

ネルギーが７０倍ぐらい、７０ぐらいあったと。それがだんだんレートが下がってきて、すご

く低いものはとることによる環境破壊が物すごくきつくなるということは非常にその辺のこと

は、メタンハイドレートもよくわかんないんですけれども、例えば太平洋の底にあるマンガン

ノジュールが前から問題になっているけれども、１万メーター下のマンガンノジュールはなか

なか効率的に拾えないんですよね。ということは、それ以外のものを拾うのは非常に厳しいな

という感じで私は見ています。 

 

【前田座長補佐】 

 エネルギーの課題は、実はこの「環境・資源」分野では中江先生と私相談しまして、非常に

大きな問題なので、１回の議論では難しかろうとんで、正直言って議論は避けました。 

 ただ、ここから先は議論した内容じゃなくて私がふだん感じていることなんですけれども、

日本の省エネルギー技術というのはもう大変なものでございまして、特に石炭の燃焼技術、そ

れはＩＧＣＣでもあり、それから高炉での石炭利用でもあり、非常にすぐれております。一方、

天然ガスというのは、硫黄の除去の問題も含めて非常に優しい原料でして、しかし田中先生も

ちょっと意識されているのかもしれないんですが、水素が余分についておりますので、炭酸ガ

スの排出規制という意味では天然ガスを使ったほうがはるかに有利になります。しかし、それ

は結果として何が起こるかというと、脱硫技術、あるいは石炭灰やほかの重金属のミッション

の問題等が困難な国々に使うのが難しい石炭を押しつけて我々日本がそのどちらかと言えば低

開発国でも使いやすい天然ガスを逆に搾取していると言いましょうか、使いやすいからという

ことでですね。ですから、炭酸ガスの問題だけで、その燃料の種類まで規定してしまって、エ

ネルギー、ジュール当たりといいましょうか、の使用量に制限を加えているというのは、甚だ
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全世界の枠組みとしては、私はまずい枠組みだろうと思いますし、技術開発要素がそこに何も

入ってこなくなるので、我々は天然ガスがんがん輸入して電力をつくり、石炭はどっかで灰ま

みれになって、それで川下の我々は大変な排気ガスで苦しむというような、大変不思議なこと

が起こるんじゃないかと思います。ですんで、これは世界的な枠組みで議論すべきであって、

議論はいいんですけれども、だれが銭払うかということになるとですね、急に難しい話になり

ます。ただ、現状製鉄会社は結構なお金、あるいは電力会社もそうですけれども、炭酸ガスの

キャップでお金を払いつつありますんで、金はそこに我々もう払った金があると思います。そ

のあたりはオールジャパンでやっぱり考えるべきであろうと思います。ただ、ものづくりの範

囲はちょっと超えているような気もしましたんで、言い訳をさせていただきます。 

 

【牧野内委員】 

 その、ものづくりの範囲を超えているというところは、実はここで質問をしたかったところ

なんですけれども、例えばその太陽電池パネルとか、太陽熱で大きな発電所が今スペインだと

かでできていますよね。あれはまさしくものづくりだと思っているんです。それで、ものづく

りのこの分野の委員会の中でどこまでそのテリトリーにするかというのが、私はいろいろ疑問

があって、例えばものづくり白書見ますと、ものづくりの分野で一番大きなのが自動車で、た

しか２番目が情報通信機器、３番目が化学工業などとなっていると記憶しています。薬も入っ

ていますし、たしか２７業種が取り上げられていると思います。だけれども、ものづくり白書

からエネルギー機器というような業種は抜け落ちています。多分ね、これからエネルギー産業

というのが非常に大きく出てくるんじゃないかと思っているんです。推進４分野の中にエネル

ギー分野がありますからそこで議論されるでしょうが、最後はやっぱりものをつくるところで

勝負をしなきゃいけませんよね。だから、ものづくり技術分野のスコープの中に入れてもいい

んじゃないかというのがちょっと疑問に思っています。 

 

【前田座長補佐】 

 はい。私も賛成なんですけれども、そのエネルギーを生産する技術という理解でしょうか、

はい、わかりました。 

 同じ議論でしょうか、エネルギーの話、はい、じゃ田中先生。 

 

【田中委員】 
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 一つ気になっているのは、中小企業が一番得意とする話は例えばエコの小さい発電機をつく

って各戸に配るとかいう話です。今の行政として省エネといったら一番いいのはそのコ・ジェ

ネだと思います。ところが電力事業とガス事業とわけてしまって一切交流なしということしま

すと、電力は電力で原子力発電所ももう新規設置がなかなかできない状態になっていて、それ

で、やるとすれば火力しかないですよね。それなれば、ガスと電気を一緒にすることによって

コ・ジェネという新しい技術分野生まれます。それがかなり小さい装置でも可能になってきま

す。それがまたその地震対策などの社会的インフラの整備にもかなり役に立って、コ・ジェネ

だったらそのガスボンベだけ持っとけばすぐに発電できるという格好になります。そういう面

から見ても、少なくとも課題の多い水素燃料の燃料電池よりもはるかに実現性が高くて、手前

にあるはずです。水素をしばらく待って、天然ガスのもうちょっと力入れていいんじゃないか

というふうに思うわけです。 

 

【前田座長補佐】 

 もう一言だけ私言わせていただくと、ものづくりの世界でこれから対象とする、マーケット

と言ったら失礼なんですが、先進諸国ではもうないんだろうと。これは我々の幾つかの分野、

プロジェクトチームで同じような発言したんですが、やっぱり貧困を救っていくというのが多

分日本の一つのリーダシップをとる場所だろうと思うんですね。そのときに必要な製品という

のは必ずしもハイテクのかんざしがいっぱいついた製品ではなくて、今先生がおっしゃったよ

うなローカルな発電というのもありましょうし、あるいは逆にローカルな動力源というのも非

常にロバストで、しかも我々資源関係で見ますと、ベースメタルが非常に枯渇してまいってい

ます。例えば銅が非常に少なくて、非常に極めて強い永久磁石を使って全然違うタイプのモー

ターで、しかもアフリカの某所でも買えるようなメンテナンスフリーでね、多分そういった製

品の開発になってくるだろうと思います。そういう観点でも、全体でエネルギー、それから製

品、そういったことが重要になってくると思います。 

 中江先生、じゃ最後に一言。 

 

【中江委員】 

 ちょっと話変わるんですけれども、太陽電池の話がありますね、実は中国全土に銅線で動力

線を引こうとすると、世界の銅の需要では間に合わないという話があります。ということはロ

ーカルローカルに太陽電池に行かざるを得ないだろうと。というのが今の太陽電池メーカーの
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見方なんですよ。例えば、モバイル本社はあの国はもう電線引かず専ら電話は全部モバイルで

すよね。だから全土に、中国を考えると、そういうビジネスがいっぱいありそうな気がします。 

 

【前田座長補佐】 

 では、上野社長。 

 

【上野委員】 

 参考資料の、第３期のものづくり技術分野の開発課題の体系というところが非常に重要な見

直しをするポイントだと私は思っています。その中で、共通基盤的なものづくり技術というの

を一番最初のところに書いてありまして、（参考資料、第３期科学技術基本計画、分野別推進

戦略、ものづくり技術分野の、縦に見て２６９） 

 ここを第３期の中間として見直しするというところまで、主要な今回の課題だと思っていま

す。その中で、中小企業とその製品企画というところにかかわると思うのですが、（２）の、

ものづくりのニーズに応える先端計測機器、精密加工技術と。それから、左側の２番目ですが、

（３）の中小ものづくり基盤技術の高度化と、この２つが、日本の国際競争力を高める上で非

常に重要なポイントだと思っているのです。その上で、今日はやはり先端技術のことについて

きちんとここで申し上げておきたいと思っております。日本のデジタル家電にしろ、最近の次

世代のデバイスの開発では、例えば５ナノ程度でそのデバイスをつくれる技術というのは今本

当に世界の最先端です。これを中小企業が実は機器開発をやっているわけです。昔だったら大

手企業がやっておられるのを実は今８０人程の中小企業が担っていまして、海外、アメリカ、

それから韓国、台湾のほうにたくさん入っています。この（２）のものづくりの分野で言うと

文科省が統括する分野ですけれども、予算をだんだんふやしてもらっていますけれども、なぜ

か日本の大学や研究機関で、その最先端の電子ビーム描画装置などが採択されていないのです。

アメリカの大学はこぞって研究し出しています。こうメモするほうの最先端のところへ来てし

まうので、これは科学技術のあるべき姿でないのではないかなと心配しているのです。その装

置を開発しているのが中小企業が担っているということになります。そして、（３）で加工技

術は私ども中小企業が担うわけです。そのような面でいうと、総合科学技術会議の中で、その

パラダイムの変化ということを少し強くうたっていますけれども、高付加価値のところへシフ

トをしていくというのもやはり日本として進めていかないと、世界のデジタル家電等の研究開

発で、その根幹にかかわるところでやはりおくれを来たすのだと、私思うのです。第４期の総
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合科学技術会議のときは、そのような大きなパラダイムの変化を取り残さないようにしないと

いけないと思っています。最先端のことを余りそちらばかり攻めてもいけないというのはやは

り少し違うのではないかと私は思います。 

 以上でございます。 

 

【前田座長補佐】 

 上野委員のご意見は、そういう研究開発投資に関する予算を確保すべしと、別にそれを中小

企業に流せと言っているわけじゃないんですね、そういう意味じゃないんですね、はい。 

 

【上野委員】 

 国全体としてやるべき。 

 

【前田座長補佐】 

 国全体としてやるべきだ、はい、わかりました。 

 ほかには。はい、新井先生。 

 

【新井委員】 

 今の件でちょっと追加です。今日、塩谷さんのほうから指摘されていますが、予算総量でみ

るなら８大分野のうち「ものづくり分野」は明らかに少ない。その理由に関しても議論がすで

にありました。ナノや材料やあるいは環境と別の分野を経由して、ものづくり関係にそれなり

の予算が出ているという議論です。ただし、これらはみな先端技術としてのものづくりです。

やはり今、ものづくりPTで特に議論していただきたいのは、基盤技術としてのものづくり技術

をどうしっかりつくっていくかです。その意味で、先端・基盤の両方を議論していただくよう

お願いいたします。 

 それだけで終わります。 

 

【前田座長補佐】 

 はい、では両方。ほかにいかがでしょうか。 

 私はちょっと１点だけ、人材のほうで、課題とその重要な課題の一番最初、小中高のものづ

くり人材というところでですね、理科系の教育時間をふやし、高校では３教科、物理・化学・
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生物と書いてあって、昔は物理・化学・生物・地学と言っていたんですが、こういう旧態然と

したカリキュラムで本当にいいんですかね。むしろ大学側から高校でこんなことやっとってえ

えのかという提案をしていかないと、高校の教員サイドでも自分たちが教員養成課程で習った

以上のことを多分教えようもないというか、やりようもないんじゃないかと思うんですけれど

もね。ですから、ないものねだりしても難しかろうと思います。それはどうやっていくか、多

分我々が何か提案していくこと、大学側として何かやっていかなきゃいけないんだろうなと思

います。 

 それから、入試３教科必須とあるんです、それはもう大賛成なんだけれども、さて、実質的

に先生、例えばセンター入試はもう入試と呼ばずに高校卒業試験とかえるとかですね、かなり

ダイナミックなことやらないと難しいんじゃないですか。 

 

【新井委員】 

 返す言葉がございません。我々も同じような議論をいたしましたが、しかし、教育全体に対

して提案は無理で、せいぜいできることはこの程度だろうというので、モノづくり人材育成の

提案を書いたに過ぎないわけです。この表の中では、小学校のところで「ものづくり戦略文

化」という言葉が書いてあります。小学校で「工学」あるいは「産業構造」を教育するときに、

製造業は公害の原因であるといったようなことが先に書かれる。全体としては必ずしも悪者論

だけではないのでしょうが、先に、製造業が悪いと書かれるような取り組みの仕方は変えてい

かなればいけない。あるいは「製造業は技能だけである」式の中学校の立場、こういったもの

も全部を考えていかなきゃいけないんです。しかし、今回は単に問題点の列挙で終わりまして、

具体的な施策、特に高校において工学的視点を教えるというのはどういうことなのかというと

ころに至っておりません。 

 

【淺田委員】 

 特に、この高校での（物理、化学、生物）３教科必須というのは、私が特に主張したんです

が、実際私の息子が今大学生、浪人生で、みんな理科系なんですけれども、物理を習っていな

いんです。物理を習わずにどうして、エンジニアになれるんだと、私は言っているわけです。

前もここで申し上げましたけれども、問題は物理の授業が難し過ぎるんです、あまりにも。入

試に合わせ過ぎて、入試が難しいから（授業が）余りにも難し過ぎるんです。私は息子に聞か

れた問題が解けないです。こんなこと解いてどうすんだと、実際にはこんな現象は存在しない
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というような問題出るわけですよ。ひねくり回して、つまり入試用の授業になっているわけで

す。本当の物理のおもしろさを全然教えていないんです。ですから、先ほどその３つが負担が

あるかもしれませんけれども、レベル下げればいいんですよね。今の高校で教えているような

難しいことは教える必要全くないんです。 

私は、「人材」分野での準備会合から一つ感想がありますけれども、三菱重工とか、デンソ

ーとか、そういった企業では非常に企業内教育が充実しています。どうしてかというと、入っ

てくる人の能力がないからなんです。企業内で教育しないと役に立たないです。つまり、民間

に頼り過ぎちゃっているんですね。ではそれは、中小企業できるかといったら、できないわけ

ですよね。そういうレベルの人しか今産出していないんです、世の中で。国がちゃんと（人

を）つくんなきゃ駄目なんですよね、そういう人たちを。企業に任しちゃ駄目だと思いますよ

ね。というのを非常に強く感じました。 

 

【前田座長補佐】 

 はい、中江先生。 

 

【中江先生】 

 やっぱり人材と中小企業見ていましてね、少しずれるかもしれません。イノベーティブとい

うのは多分先進国の最大のキーワードだと思うんですよ。イノベーティブな人間をどうつくる

かという観点がどうしても要るような気がしまして、小中高でもって芽を摘んで伸びる人がな

かなか伸びられないというこの国のやり方でいきますと、当分イノベーティブ駄目だろうなと

いう私は感じがするんですよ。それを何とかしないと、産業立国からイノベーティブでもって、

情報立国、ノウハウ立国に転換していかないと難しいんではないかと、僕は、気がしますけれ

ども、この国非常に難しい。今はその、もう一つは工場で公害等を教えるという話がありまし

たけれども、実は公害から今環境に変わっているんですよね。昔は公害と言いましたね、公害

はまさに悪なんですけれども、今学生は環境でやたらめったら人が集まるんです。彼ら夢持っ

ていますから。もう将来自分たちが生きていくには環境を何とかせざるを得ない、だから全部

環境論ひっくるめて。ですから、今環境という言葉に変わっていますから、多分公害というイ

メージはなくなっているんじゃないかと僕は思っています。 

 

【前田座長補佐】 
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 それで、同じ人材のペーパーの２つ目に、教育に、ものづくり教育に産学連携を導入すると

いうのがあって、ここのところがやれるようでやれない、それから藤本先生のところで先生と

呼ばせてというのは、これは小中高ではないと思うんですけれども、今６０歳ぐらいの方です

か、最後に残された人材を活用していくのがオールジャパンとして正しいと。このあたり、本

当は組み合わせられるといいんですけれども、多分現実にはやっぱり子供を教えるということ

は非常に難しいだろうと思うんですけれどもね。 

 はい、奥村議員。 

 

【奥村座長】 

 ちょっと問題提起というか、今のご報告が終わってですね、議論の立て方で提案です。今ま

でのご議論の中でですね、尾形委員と小林委員から、製品企画のところの議論というのは余り

出ていないことにちょっと気がつきまして、これはそもそもなぜこれを１つのキーワードとし

て取り上げたかということをちょっと振り返ってみていただきたい。それはこの参考資料１で

すね。これは、問題提起は製造業の研究開発費は過去１０年、１５年見て少ないとは言えつつ、

右肩上がりで企業中心に上がってきている。ただし一方、その経産省の統計によりますと、い

わゆる付加価値が右肩下がりに落ちてきているというまた統計結果もあって、これはやはり何

かもうからない仕事に余計な金をつぎ込んでいるんではないかというところの問題提起があっ

て、このキーワードが取り上げられているわけです。といいますと、それを付加価値をどう上

げるかということに関する手段なり方法論として先端技術、基盤技術があり、人があり、とい

うことなんで、それから藤本先生ご提案のいわゆるいいその情報の流れですね、仕事の仕方の

流れがあるんで、もう少しここの最後の付加価値をどう上げていくのかというところと連結し

てお話いただけると、大変ありがたいなということでお願いでございます。 

 

【前田座長補佐】 

 はい、わかりました。じゃ、國井さん。 

 

【國井委員】 

 今の、付加価値の話に関して、私どもが開発している商品から考えても、新たな付加価値は

かなりソフトウェアでつくり込んでいます。機器が単体でというよりはＩＴのインフラにつな

がって価値が生まれています。ワークフローがいろいろ自動的に回り非常に効率よくなりそこ
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に価値が生まれています。１個ずつのものというよりは、そういうシステム全体として考えた

上で、｢もの｣にどんな提供価値があるかという点が重要だと思います。 

 日本がすり合わせとか細かいところで力があってもトータルのビジョンがつくれないと、大

きな付加価値がなかなか作れない。さらに教育がこの分野は非常に弱く、ソフトウェアそのも

のをつくるのも弱いのですが、要求をまとめるという上流工程がさらに弱いわけです。ほとん

ど大学で教えていませんし、教えていらっしゃるのはフォーマルな理論のみであったりして、

本当に現場で活用できる要求工学というのが、全世界ではやられているんですが、日本はすご

く弱い。研究論文もほとんど出ていませんし、実践的な教育はもっとなされていない。ところ

がアメリカなどの教育カリキュラムは、最近非常に変わってきていて、時間配分も見直されす

ごく上流工程に多くさくようになってきているわけです。日本は今後大きく変わらないと後退

すると思いますし、まさにここに書かれるべきことかなと思います。 

 

【前田座長補佐】 

 それは設計学、広い意味でいう、ことですか。 

 

【國井委員】 

 そうですね、いろいろなものがかかわるんですけれども、設計の前段階です。コンピュータ

ーサイエンスの分野ももっとシフトしなきゃいけないわけです。しかし、新しいニーズに関し

ては、余り取り組まれていないので、身の回りでもいっぱいありますけれども、商品の要求仕

様をまとめられないので、無駄な開発が山のように出てくる。それで、実際使われている機能

は、やっぱり少ない。１人の人にとっては必要な要求かもしれないけれども、付加価値高める

ということは、かなり大勢の方が持っている要求を実現する必要がありますので、それを統合

するにはかなりの能力を要するんです。まとめる能力もありますし、技術的なバックグランド

もないとできないので、総合的なそのシステムエンジニアを育成しないと、そういう人がいな

いと複写機自体もつくれなくなってきています。そのあたりは、ぜひ盛り込んでいただければ

と思います。 

 

【前田座長補佐】 

 尾形さん何か、ご発言ありますか。 
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【尾形委員】 

 私、皆さんのお話をお伺いしていて、例えば、私まとめさせてもらった、対応の方向という、

ａ・ｂ・ｃ・ｄ・ｅと書いてありますけれども、ここで表現は少しずつ違うんですけれども、

例えば人材のところでいろいろご提案されていることは、ｃの人材教育というところにかなり

のところが入っていると思いますし、それから藤本先生お話しされた、５番、６番あたりは、

やはりｃの中の、国の主な役割を変えていこうということと非常に近いなというふうに思いま

した。それから、環境の点でも日本の技術を、例えばエコファクトリーとか省エネルギー技術

をやはり海外に、特に途上国等に移転していこうというようなお話がありましたので、そうい

ったところはｄに入っています。まだ私はちゃんと全部頭の整理ができていないんですけれど

も、私の説明と他の４つのご説明がかなり合致しているところがあるんじゃないかなというふ

うに思いました。 

 

【前田座長補佐】 

 ありがとうございます。 

 じゃ、新井先生。 

 

【新井委員】 

 「付加価値をとっていく」ことを考えるためには、今、お話が出ましたような「要求工学」

「設計工学」あるいは下流のほうに行って「サービス」を考えることが大事となるというのは、

尾形さん、小林さんと一緒にやった「企画設計」TFでも話が出てきました、特に「ことづく

り」という概念です。パルミザーノレポート以来イノベーション、特に、サービスセクターの

イノベーションが重要であると政府内においても議論されています。ものづくり産業において

も、製造物を有効に活用し、かつ製造物から価値を取り出していく、その意味での本当のスマ

イルカーブを作って行くということが重要だと認識しています。そこで、「ものづくり」の中

にできれば「ことづくり」、あるいは「サービスづくり」まで少し書いていっていただくこと

をお願いしたいと思います。一方、第４期には、やはりサービスセクターの高効率化並びにイ

ノベーションの推進を明快に書いていただくことをぜひともお願いしたいと思っております。 

 

【前田座長補佐】 

 松木さん。 
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【松木委員】 

 今のに関連して製品企画のところで、東芝の有信さんが発表されて今回資料ないですけれど

も、その「ものづくり」から「ことづくり」へということで、簡単に言えば物を、高機能のも

のをつくってもそれだけで売れるわけではないと、そこに付加価値はないと。しっかりしたバ

リューチェーンを考えて、そのどこをやるべきかということ考えなければいけないというのは

やはり全体につながっていることだと思うんですね。だから、「ものづくり」なんだけれども、

やはり今新井先生のおっしゃったように「ことづくり」も含めた、どこをすべきかということ

を全体に考えるというのは非常に重要だというふうに感じています。 

 

【前田座長補佐】 

 藤本先生。 

 

【藤本委員】 

 今のを受けてなんですが、日本語には「物事」という言葉があります、つまり物と事を一緒

に考えるわけです。「物」も「事」もどちらも設計情報で勝負する「ものづくり」の発想とは

矛盾しません。つまり、設計情報（事）を形のあるもの（媒体）に転写すれば、「物」として

の製品になりますし、形のないもの（媒体）に転写すれば「事」としてのサービスになります

けれども、どちらも、よい設計でお客を喜ばせるというところは変わらないと思います。「こ

と」を「もの」につくりこむことは、「ことづくり」とも「ものづくり」とも言えるわけです。 

 それから、先ほど尾形先生のお話もありましたけれども、いかに、付加価値をとるかが、も

のづくりのひとつの核心です。高付加価値とは、付加価値率が高いという意味かというと違う

んですよね。付加価値というのはもっと単純に、「高く売れる」という意味なんですね。要す

るに、せっかく良いものをつくったのでお客に喜んでもらい、しかも高く買っていただきまし

ょう、そのためには、先ほど國井先生のお話にもありましたけれども、ピンポイントでよい機

能をお客様に見せていく必要がある。設計論、制御論、経営管理論、品質工学、品質管理など

総動員で、お客さんに「よい機能」をピンポイントで提供していく必要があり、その部分に、

まさにシステム的な工学知が必要だと思うのです。そうやって極限機能を実現した上で、それ

を高く売る。つまりそれ相応のお値段でちゃんと売り切る、間違ってもたたき売りをしない。

つまり、おっしゃったような「システム知識」を持った「あきんど」発想の人がこれからは必
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要になってくるわけで、これが「プロデューサー」とか「セールスエンジニア」などと言われ

る人たちじゃないかと思うのです。こういう人たちが日本に育ってこないと、高付加価値は取

れない。日本はディレクター（擦り合わせのリーダー）の人材はかなりいるんだけれども、プ

ロデューサー人材（モジュラー・ビジネスのリーダー）が少ない。だから、付加価値のいいと

ころを有能なプロデューサーの多いアメリカに持ってかれちゃう。アニメーションも、いいも

のを日本でつくっても、結局儲けているのはハリウッドのプロデューサー。飛行機の翼は日本

でつくっても、儲けるのは欧米の飛行機メーカーですね、どうも「あきんど系」のプロデュー

サーとうまくつながっていない。昔の堺の鉄砲商人じゃないですけれども、現場の擦り合わせ

技術の本質をよくわかった人が、その意味をよくわかった上で「あきんど」としてそれを高く

売り切る。これが、高付加価値ビジネスのあるべき姿じゃないかというふうに思っております。 

 

【前田座長補佐】 

 そうですね。はい、上野さん。 

 

【上野委員】 

 この分野で、製品企画というところでいきますと、まず製品を企画し、それから藤本先生が

おっしゃるアーキテクチャとして設計思想があると思うのですが、設計したところで、ものづ

くりのほとんど七、八割程度のコストがもう決められてしまうと思うのです。したがって私が

申し上げたいのは、製品企画と、プロセスのイノベーションというのは連動しないとうまくい

かないという事です。そこが、やはり重要視すべきではないかというのが私の提案です。それ

がどのようなことかといいますと、設計者がプロセスの最先端のことをほとんど知らない人が

多いのです。例えば、航空宇宙分野でもＣＦＲＰというのは今７０ミリぐらいの厚さを機体や

そのほかに使うわけです。では、これを何で加工するのかというツールについて余り知らない、

それで材料をつくっている人たちも知らないのです。ではどのようにイノベーションしていく

のかといいますと、今まで加工ツールはウォータージェットしかありませんでしたが、ウォー

タージェットだとバリが出てしまう為、良くないのです。それを次世代のレーザーでピコ秒や

フェムト使って、かみそりのようにスパッと切ってしまい、バリ、カエリが出ないようにしよ

うという考えを打ち込んでいかないといけません。付加価値というのは設計思想でいいものさ

えつくれば良いという事ではなく、連動しなくては絶対つくることが出来ないと私は思います。 

そういう意味で生産技術ということがやはり中心にならないと、いい付加価値のものをつく
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れないのです。幾ら絵をかいたって、実際に、実現するのはものづくりをするところにつなが

ってくるわけですから、ここでいう経済産業省の提言している中小ものづくり高度化法、それ

から次世代のレーザーの発信機、こういうものを外国に頼っていってどうするのかというのが

国家の大戦略に、私は掲げるべきではないかと思います。それが、航空分野だけでなくて宇宙

分野にも、自動車分野にかかわってきます。自動車分野でもＣＦＲＰについて、これから対応

されていくという目標が出ていますので、ぜひそのようなところを入れ込んでいきたいです。 

 

【前田座長補佐】 

 わかりました。 

 各省庁、何か黙っているだけじゃつまんないでしょうから、新階さん何か言いたいことあり

そうですね。 

 

【新階（経済産業省）】 

 各先生の貴重なご意見を賜りまして、大変参考になります。 

 上野先生の先ほどのご意見もまさに今の最前線のニーズでございますし、あるいは藤本先生

の設計情報の流れ、これもまさに奥村議員からご指摘がありました、なぜ研究開発はしっかり

やっているのに付加価値がどんどんとれないか、その最大の問題点は各ステップの付加価値分

析、どこを攻めるかという、そのトータルのビジネスデザインが余り芳しくないと。 

そこで、実は失敗事例の一つかもしれませんが、例えば知財戦略についても、昔は国内にま

ず特許を出願する、ということで件数ばかりあおって、出してはならないノウハウ部分のプロ

セス特許をどんどん出願したという時代もあって、その情報を特許庁のデータベースで検索し

て、アジア各国がキャッチアップした。あるいは、国際標準化戦略では、一番コアの部分、例

えば半導体プロセスの搬送プロセス、歩どまりを上げるためのノウハウの部分を、海外の要望

に応えて、一番重要な技術レイヤーも全部細かく標準化して、参入を容易にしてしまうような

ことをしてしまった。一つ一つの政策もそうですし、企業戦略もそうですが、国際的な舞台で

は、日本人のように非常にまじめにしっかりと物事をつくりこんでいくというタイプではない

キャラクターの方々を相手にして、私どもはこの国でどうやって雇用を残して生きていくかと

いう目的のために、皆様からお知恵を授かりながら進めていく必要があり、このものづくりＰ

Ｔでのご議論は、非常に貴重なものばかりですので、何とか最適な形にわかりやすくまとめて、

ＰＲしていただきたいというふうに考えております。 
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【前田座長補佐】 

 ありがとうございます。珍しいですね。お褒めいただいて。 

 苗村さん、何かありますか。 

 

【苗村（経済産業省）】 

 今、新階補佐からお話ししたことで大体そのとおりなのですけれども、やはり景気が非常に

悪くなっている中でこういうときにちゃんと力をためて次につなげるような研究開発を続けて

いく、人材育成をしていくというのが多分非常に大切なことだと思います。そういう人たちを

その元気づけるようなそのメッセージを出していただければというふうに思います。 

 それで、そういう意味で我が国のものづくり生き残っていくためには、昔から得意だったよ

うなその最先端の技術をどんどんきわめていくというところも必要ですし、一方で、今たくさ

んご意見、ご発言がありましたようにですね、いわゆるサービサイジングとか、そういうよう

な形で、その新たな付加価値をつくっていくといようなことも両方バランスよくやっていく必

要があるんじゃないかなと思います。私どもなかなか外出られないんですけれども、少ない中

で、現場で働いておられる方に聞きますと、やっぱりまねできない部分を持たれているところ

というのは強いと思うんですね。それはいろんなパターンがあると思うんですけれども、例え

ば工作機械のように同じような形につくるのはそれほど難しくはないですけれども、結局ソフ

トウェアのところがもう決定的に違うというような場合もあると思います。また、日本企業特

有な面でいえば、いろんな分野を持っていることで、その個々の単独の分野だけで非常に強い、

海外の企業にはできないようなものづくりというか、物というよりは製品ソリューションづく

りみたいなものができるんじゃないかなというふうに思います。 

 ただ、理屈でそう言ってもなかなかその例えば環境分野とかですね、水も、環境も含まれる

と思いますけれども、そういうふうな形で、本来ポテンシャルがあるはずなのに世界に出てい

くとヨーロッパの企業とか、そういうようなところに負けちゃっているというのがあるんで、

そういうようなところなぜ生じてきているのか、民間でどう取り組むか、それに官や学が、ど

ういうご協力ができるのか、すべきなのかというようなことも議論深めていただけばなという

いふうに思います。 

 

【前田座長補佐】 
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 ちょっと今の件で言いますとね、官民一体となったビジネス努力というのが実は尾形レポー

トにあるんですね。これが今苗村さんがおっしゃった中で抜けていて、官が率先してそのあき

んどやるというのがないような気がするんですね。やっぱり政治とその官とそれから民が一体

化したビジネスを他国がやっとるわけで、特に新幹線が好例だったと思うんですね。川重が設

計書そのまま渡してしまうようなね、あんなことがあっていいのかと、例えばですよ。それか

ら一方、ベトナムでフランスの穀物メーカーが連作できないオオデになるような植物をがんが

ん植えていてね、それただ見ているだけと。本当にそういうことでええのかと、それでやっぱ

り官もね、少し遠慮せずに、少しやられたらいいんじゃないかと。それから外務省の努力が全

く足らんというのはこれは尾形さんががんがん言っとったんですけれども、やっぱりほかの在

日大使館ってすごいですよね。特にイギリスなんか商務官あたりが、ドクターぐらいのやつら

がそこらじゅう営業して回っていますよね。我が社は一体何をやってくれているのかと。せい

ぜいお客様の対応ぐらい、なんて余り言うとまたしかられるからやめときます。やっぱりこの

マーケティング付加価値というのは、ブランドイメージとここに書いていただいていますけれ

ども、全くそれは国としてやっていかないとだめなような気がするんですね。 

 それからもう一つ、文部科学省に後で伺おうと思うんだけれども、これも尾形さんのレポー

トに日本語版ＴＯＥＦＬというのが書いてあって、これは既に日本語検定試験というのはある

んですけれども、多分日本でやる試験を連想されていると思うんです。我が東京大学の大学院

の入試は実はＴＯＥＦＬで英語をやっておるという半ば情けないといえば情けないんですけれ

ども。それぐらいの日本語の、つまり外国で例えばインドで日本語の試験、これをクリアして

きた人は例えば留学生なったら計画には無条件でとかですね。何かそういうことやって、日本

のテクノロジーをトランスタファーするような人材をむしろこっちに呼び込んで、また返すと。

先ほどの資源環境というのは、エコファクトリーみたいなものはそういうところで日本でどう

してこういうリサイクル、環境にケアしているのかという、教育した上で現地に返すというの、

やっぱり一番早いテクノロジーのトランスファーだと思うんですよね。そんなことを感じまし

た。 

 それは置いといて、鎌田さん何かこれまでの議論について、全体で何か。 

 

【鎌田（文部科学省）】 

 はい。お時間いただき、ありがとうございます。 

 文部科学省では、もちろん今までいろんな研究開発の支援をしているところでございますけ
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れども、やはりこのものづくり技術分野に関しまして、先端的な部分、あるいは産業共通基盤

的な部分を特に注力してきているところでございます。先ほど上野先生からもご指摘いただき

ましたけれども、そういう意味でその先端技術に関する研究開発については、来年度につきま

しても予算を増額する形で政府原案をいただいておるところでございまして、頑張っていると

ころでございます。 

 広く文部科学省に対するご提言もいただいておりますので、持ち帰って関係課に伝達したい

と思いますが、一方で教育に関するご指摘も非常に多くいただいておりまして、またこれはそ

のものづくり技術分野における文部科学省の教育関係の貢献というのをどのようにしていくか

というのは、これもまた省内各課と相談してやっていきたいと思いますので、引き続きどうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

【奥村座長】 

 ちょっと経産省さんに話なんですが、文科省さんの話の政策の中の先端計測をやっているわ

けですよね。それで、一方でさっき上野社長からお話ありましたように、上野さんのところは

中小じゃなく中企業だと思うんですけれども、先端技術を担っているのは俺達だと、こういう

力強いご発言があってですね、経産省に聞きたいのは、やはりそういう元気のある中小企業が

非常に高度なものをつくったときに、多くの場合余り数が売れないんですね。多くの場合数が

売れないんで、そのいわゆるＳＢＩＲのようなことをもう少し政府調達で育成していくという

ような施策というのはちょっと皆さんが原課じゃないのかもしれなんだけれども、それやって

おるんでしょうか。もっと広く広げて、やっているのならもっと広げていくようなお考えがあ

るのかちょっとお聞かせいただけるとありがたいです。 

 

【新階（経済産業省）】 

 ＳＢＩＲの制度自体はすそ野を広く、中小企業の皆さんにご活用いただけるように制度を束

ねるようにしております。ただ十分精緻なケアが出来ていないために、計測等の資金について

もその傘の下に入る場合は、対象にはなりますけれども、細かく使いやすくという部分では、

決して十分じゃないかと推測します。現場の使い勝手という観点で、先日の中小企業分野での

議論の中でも、制度の使いづらさがあるというふうなご指摘がありましたので、その部分の努

力は中小企業庁を中心に進めているところですが、なかなかすべての中小企業の皆さんに満足

していただけるところまでは行っていないんじゃないかとは思います。そのあたりは継続して
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努力をすることになるかと思います。 

 もう一つ、一方で、そういう分析・計測技術は最先端になればなるほど非常に使いづらく、

テクニシャンの方がなかなか育ちづらい構造になっているために、実は日本はその分野でシェ

アダウンしておりまして、ＥＵ勢がどんどん伸びている。この最大の理由は、高度の計測機器

が開発されても、技能のレベルがそれほど高くないテクニシャンでもそこそこ使えるようなユ

ーザーオリエンテッドなものになっていない。したがって、垂直連携の、特にユーザーオリエ

ンテッドな技術開発、要するにターゲットをしっかり明確にしてお客さんが使いやすいような

最先端技術を開発する、こういうコンセプトをＥＵのほうがはるかにシステマティックにやっ

て、最近その分野で日本はどんどんシェアを取られているというのが現実でございます。計測

機器、ＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）とか、球面収差補正型のＳＴＥＭ、その他でもどんどんシ

ェアを落としている現実があると聞いております。 

 

【奥村座長】 

 それは、あれじゃないですか、まさに企画力の中に入っている、組み込みソフトのできが悪

いというかですね、恐らく、機能が使いにくいというのはまさにソフトウェアの関係があるか

もしれませんですね。 

 

【新階（経済産業省）】 

 そういう意味で、研究開発はできるだけ各省連携しながら進めることを期待はしています。 

 

【奥村座長】 

 ぜひ、こういうご意見が何か急にこういうところ出るからもっと日ごろからよく連携してや

ってくださいよ。 

 それから、ＳＢＩＲがどんな場合になっているのかというは後でいいので、経産省さんの施

策をですね、概要を事務局に送ってください。それで先生方にお送りします。 

 

【上野委員】 

 ＳＢＩＲについて、平成１１年ぐらいから政策を提案したんです。それで、当時日本が１２

０億ぐらいだったんです。それでアメリカが１，２００億ぐらいありまして、１０分の１ぐら

いしかありませんよと、これをもっと充実すべしということを提言しましてですね、ずっとふ
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えました。しかし、やはり中小企業が初めてそういう対応するにはちょっと難しいところあっ

たんです。それで中小企業機構さんが、前の事業団のときに、窓口になりましてね、それを受

け付けて、それで最初はＦＳやりまして、その次のステップにＲ＆Ｄに行くと、それから今度

事業化というふうなステップでいったわけです。これをもって充実すべきでしょうというふう

に提案してありましてですね、その予算が今回もまた再度提案しました、二階大臣のときにで

すね。それを課題対応の公募型の支援策を充実すべしというのを提案してありますので、これ

また予算の増につながるというふうに私は思っております。 

 

【前田座長補佐】 

 相澤議員。 

 

【相澤委員】 

 今日、私、アドホックに出席させていただきましたが、総合ＰＴの座長を務めている立場か

ら今日この場を直接参加させていただいて、伺いたいと思っております。 

１つはですね、先ほど来議論のある人材の関係です。この人材関係は各ＰＴで今大きな問題

としてそれぞれ出ているんですね。しかし人材論を各ＰＴで議論を突き詰めていくと非常に狭

い人材育成論になってしまうんですね。これは、大変問題でありまして、これをどう扱うかな

というところが今一つ悩みであります。一つのやり方は各ＰＴから上がってきている問題点を

整理した形で総合ＰＴにおいて何らかのまとめたものにしたいなというのが具体的なことでご

ざいます。ですから、各ＰＴでどういうところが問題なのかというところを本日のような形で

ご指摘いただき、その先の具体的な提案は、先ほどもご議論ありましたようにこういう側面か

ら言えば、こういうことになるということなんですが、これは全体の議論をしないと、非常に

狭まったとらえ方になってしまうんではないかということで、それは先ほども申しましたよう

な形で取りまとめをしていきたいと思います。 

 それから、分野ごとにＰＴをつくって進めているわけですが、その分野の境界がどこなのか

ということがいろいろ出てまいりました。それで、第２期、第３期の基本計画の中で分野別で

戦略的に重点的な研究を進めていくということは進めているんですが、これは何が何でもこの

分野でこれを進めなければいけないということをやっているわけではなく、そういうところで

基盤になる技術開発を行っているわけですね。それをさらに目的にかなったような形で全体を

集約していくというこの視点も重要なわけであります。これは基本計画とは別途に毎年総合科
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学技術会議が重点政策課題という形で打ち上げているものです。例えば環境エネルギー革新技

術という形で今年度出しているようなもの、これは各分野で行われているものを集約していこ

うと、日本の国としてどうするかということであります。間もなくいろいろな優先順位づけと

か何かで総合的に出てきます。そういう問題等々がありますので、ぜひこの分野別のところの

壁というものをこの際問題はここにあるというご指摘は十分にしていただければと思います。

それをどうするかというのは、また別なところで議論しなければいけないことではなかろうか

と思います。 

 あともう１点は、先ほど来、ブランドの話が出てまいりましたが、これは内閣官房のほうに

今日本全体の知財の戦略をやる知的財産戦略本部がございます。私はそちらのほうのまとめも

やっておりますが、そこで昨日も本会議があり、日本ブランドというものを強力に進めるとい

う形で具体的な策が提起されております。 

 以上です。 

 

【前田座長補佐】 

 どうもありがとうございました。 

 はい、じゃ森さん。 

 

【森委員】 

 いろいろご意見を拝聴いたしまして、実際に今中小企業さんと密接にかかわっている仕事を

やっているものとして申し上げさせていただきます。１つは相澤議員から出てきました人材育

成の話ですね。中小企業さん、現実問題としてはイノベーションを起こすといってもそれを起

こすような知識とか高い資質を持った大学生を確保するというのは、まずほとんど現状では至

難のわざでございます。それで、高学歴で優秀な人材をどうやって確保するかというところで、

企業さんもいろいろ努力されているようなんですが、なかなか難しいということを考えれば、

優秀な人材を例えば中小企業にどうやって振り向けるか、行かせるか、というところをどうし

ていくかということをもう少し強化していただければなと思います。幾つかのパートナーシッ

プ事業等が今出ているんですが、これをもうちょっと強力にやっていかないと、実際にものづ

くりの人材の４分の３は中小企業で働いているわけですから、この辺が足元から崩れていくと

いうところでちょっと心配事がありますというのが一つです。そこから始まって今日も「人

材」、「中小企業」、「すり合わせ」、どこ見ても共通的に人材が出てくるというとこで、相
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澤議員がさっきおっしゃっていたように、それぞれの立場からの人材育成はあるにしても、こ

れをもうちょっと俯瞰的につなげていかなければというところです。ですから、一人のものが

これからものづくり入っていくとしたら、一体どういうスタイルで行けばいいのかというよう

な立場で、例えば一生を通じたあるべきものづくり技術者のモデルを示すというような見方で

す。後は経営者層の教育ですが、中小企業でいけば非常に重要な事ですが、この辺もどうする

かというのも本当は相当やらなくちゃいけないことではないかなというような気がします。で

すから、もうちょっと横串とかいう形ででも整理していただけると少し人材育成という観点で

見えてくるかなというのが１点です。 

 もう１点はですね、地域にいると今や農商工連携が地域活性化のキーワードなんですが、通

常ものづくりですとマテリアル、素材、それからそれをベースにして製品をつくるところ機械、

製品まで含めて、大体経産省さんの所掌範囲で済むんですが、農商工連携になると突然素材の

部分が農業になるということで、所轄官庁が異なってくる。実際そのプロジェクトをやる立場

の者としてはですね、非常にそこのバリアの大きさを感じているというところが現実です。

「中小企業」分野の準備会合の取りまとめのところでも言わせていただいたんですが、できれ

ばここに農水省の方も来ていただく、厚労省の方も来ていただいて議論していただくといいと

思います 

 

【前田座長補佐】 

 行政さんも含む、入れると。 

 

【森委員】 

 特に規制緩和等の問題も相当ありますので、その辺も含めてご議論いただけるともう少しあ

りがたいかなと思います。 

 

【田中委員】 

 農業、食品加工、流通……、ずらっと一気通貫で。 

 

【前田座長補佐】 

 それは、いろんな近辺、同じ話題が出ておりました。それは必要だと思います。 

 それから、小林先生。 
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【小林委員】 

 私も製品企画を一緒に担当させていただいて思ったことは、問題意識をどの分野もすごく共

通していて、非常に明確でもあると思いました。特に製品企画の点で言うと、國井さんが指摘

されたような点がやはり同じ議論、その準備会合のときでも指摘されていて、でも、それが国

に何をしてもらえばいいかというところでなかなか非常に難しくて、尾形さんとも非常にそこ

を苦しんで、それで結局やはり人材教育であるとか、そういう環境づくりとか、官民一体とな

ったビジネス努力というふうになったんですけれども、やっぱりそこへ国に何をしてもらうか

というところで、なかなかそういう具体的な案が難しいので、その辺お知恵を借りたいなと思

っておりました。 

 

【前田座長補佐】 

 わかりました。これはあくまで中間的なものということですので、これからまだまだいろい

ろチャンスがあると思うんで、よろしくお願いいたします。 

 それで、時間がそろそろ参りましたので、まとめというか、座長の奥村議員のほうにマイク

を渡したいと思います。 

 

【奥村座長】 

 どうもありがとうございました。もうぎりぎりの時間でございますが、大変ご熱心な議論い

ただき感謝しております。 

 冒頭申し上げましたように、今回まだ中間報告ですので、今日のご議論踏まえて、各分野で

も一部修正、あるいはつけ加えていただきたいですし、それがお願いの１点目です。 

 もう一つは１月９日に相澤先生が座長をされておられます総合ＰＴがございますので、そこ

で中間報告いたしますので、今日ご提出していただいた資料をもとに表現は少し私どものほう

にお任せいただくということでご了解をいただきたいと思いますが、いかがでございましょう

か。 

 ありがとうございます。それでは、そうさせていただきたいと思います。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

（閉会） 


